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資料４



Ⅰ新型インフルエンザ等が発生した場合の措置
１新型インフルエンザ等の発生の疑いを把握した場合の措置
（１）報告・連絡
（２）緊急参集要員の招集
（３）関係省庁対策会議の開催
（４）閣僚会議の開催
２新型インフルエンザ等の発生が確認された場合の措置
（１）報告・連絡
（２）政府対策本部の設置
３情報提供

Ⅱ統括庁の体制の強化及び関係省庁との一体的な対応

Ⅲその他

新型インフルエンザ等発生時等における初動対処要領（令和５年９月１日決定）※１（概要）

（抄）
「統括庁と関係省庁が一体となって、WHO等からの情報収集、国民・事業者等各層への情報提供、水際対策、
保健所・医療提供体制等の確保等の初動対処における重要な課題に取り組むこととし、具体の対応については、
別に定めるところによる。」

〔趣旨・目的〕政府は、新型インフルエンザ等※２が国内外で発生し又はその疑いがある場合には、国家の危機管理
として対応する必要がある。事態を的確に把握するとともに、国民の安全を確保し、緊急かつ総合的な対応を行うた
め、新型インフルエンザ等対策特別措置法、「新型インフルエンザ等対策政府行動計画」（平成25年６月７日閣議決
定）及び「感染症に係る緊急事態に対する政府の初動対処について」（令和５年８月25日閣議決定）等を踏まえ、本
対処要領を標準として対処する。対処に当たっては、事態の状況に応じて、その変化に柔軟かつ的確に対応する。

〔目次〕

※１ 内閣感染症危機管理監決裁
※２ 新型インフルエンザ等対策特別措置法第２条第１号に規定する新型インフルエンザ等。なお、新型インフルエンザ等以外の感染症についても、国民の

生命及び健康の保護と国民生活及び国民経済に及ぼす影響の双方の観点等に鑑みて、政府全体の見地からの総合調整等が必要な場合の対応等についても、
本対処要領を参考に事態の状況に応じて対応
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令和５年度 感染症危機管理対応訓練（概要）

１ 訓練の趣旨

○ これまで、新型インフルエンザ等対策訓練として、総理以下、全閣僚をメンバーとした政府対策本部
会合訓練を実施してきたが、令和２年度以降は、コロナ対応のため中止

○ 内閣感染症危機管理統括庁（以下「統括庁」という。）の発足に伴い、コロナ対応の教訓を踏まえ、
初動対処要領を改定するとともに、「感染症危機管理対応訓練」として、訓練を再開

２ 訓練の狙い

○ 海外発生期の対応を焦点に、新型コロナでの経験を踏まえ、有事の際の初動対処について改めて確認
○ 本訓練の成果を平素からの備え（政府行動計画の見直し）に反映し、チェック・改善・メンテナンス

（ＰＤＣＡサイクルの実践）を継続的に実施する。

３ 従来の訓練との違い
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４ スケジュール

○ これまで行ってきた政府対策本部会合訓練に加え、①局長級の関係省庁対策会議や②47都道府県との
緊急連絡会議の開催、③航空会社にも参加いただいての水際対応訓練を実施するほか、東京都と連携し
た訓練も実施

※東京都の現場対応訓練（公開）の実施時期は11月16日
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